
金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 27,513,937 固定負債 7,829,526
有形固定資産 24,129,554 地方債 6,547,405

事業用資産 14,601,810 長期未払金 0
土地 6,519,608 退職手当引当金 1,267,588
立木竹 719,325 損失補償等引当金 0
建物 20,980,142 その他 14,534
建物減価償却累計額 △ 14,094,819 流動負債 837,754
工作物 622,755 1年内償還予定地方債 718,529
工作物減価償却累計額 △ 344,016 未払金 282
船舶 0 未払費用 0
船舶減価償却累計額 0 前受金 0
浮標等 0 前受収益 0
浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 69,180
航空機 0 預り金 49,762
航空機減価償却累計額 0 その他 0
その他 4,860 8,667,279
その他減価償却累計額 △ 1,905 【純資産の部】
建設仮勘定 195,859 固定資産等形成分 29,293,923

インフラ資産 9,094,504 余剰分（不足分） △ 8,183,388
土地 1,306,302 0
建物 1,552,840
建物減価償却累計額 △ 721,415
工作物 17,815,698
工作物減価償却累計額 △ 10,903,210
その他 0
その他減価償却累計額 0
建設仮勘定 44,289

物品 1,183,206
物品減価償却累計額 △ 749,966

無形固定資産 0
ソフトウェア 0
その他 0

投資その他の資産 3,384,383
投資及び出資金 1,730,526

有価証券 227,556
出資金 1,483,731
その他 19,238

投資損失引当金 0
長期延滞債権 94,221
長期貸付金 21,886
基金 1,540,752

減債基金 40,208
その他 1,500,544

その他 0
徴収不能引当金 △ 3,001

流動資産 2,263,877
現金預金 508,452
未収金 7,772
短期貸付金 0
基金 1,699,513

財政調整基金 1,591,124
減債基金 108,389

棚卸資産 0
その他 48,482
徴収不能引当金 △ 342

0 21,110,534
29,777,814 29,777,814

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表
（令和４年３月３１日現在）

科目 科目

[資産] 約２９７億８千万円
これまでの行政活動によって取得した土地・建

物、投出資、現金、基金などのことです。一戸町
（普通会計）が所有している財産の合計ともいえ
ます。

【固定資産】 約２７５億１千万円
原則として１年以内に現金化できない資産

・事業用資産…公共サービスに供されている資産で、

インフラ資産でないもの

・インフラ資産…道路や公園等社会基盤となる資産

などがあります。

【流動資産】約２２億６千万円
原則として１年以内に現金化できるもの

・現金預金…年度末時点で保有している歳計及び歳計

外現金

・未収金…収入未済額のうち、決算年度に調定された

もの

などがあります。

貸借対照表とは
一戸町がどれほどの資産や債務を有しているかを示すものです。資産はこれまでの投資などの結果により保有している資源であり、負債は将来世代の負担を意味します。

純資産はその差し引きであり、現在までの世代の負担と捉えることができます。資産合計と負債及び純資産合計は必ず一致します。

貸借対照表から分かる主な指標

住民一人当たりの資産額 資産合計／住基人口（令和５年１月１日時点） 29,777,814千円／11,231人≒2,651千円 （R3年度決算 2,682千円）

有形固定資産減価償却率 償却資産の減価償却累計額の計／償却資産の計 26,815,331千円／42,159,501千円≒63.6％ （R3年度決算 62.3％）

→ この比率が高いほど、資産の老朽化が進んでいることを表します。

純資産比率 純資産合計／資産合計 21,110,534千円／29,777,814千円≒70.9％ (R3年度決算 71.1％)

→ この比率が高いほど、将来世代の負担が少なく、財政状況が健全であることを表します。

[負債] 約８６億７千万円
資産を取得する際などに財源としたもののうち、今後支払

わなければならないもので、将来の世代が負担する分といえ

ます。

【固定負債】 約７８億３千万円
原則として１年以内に費用化できない負債です。

・地方債…令和５年度以降に支払う地方債の残高
などがあります。

【流動負債】 約 ８億４千万円
原則として１年以内に費用化される負債です。

・１年内償還予定地方債…令和６年度に支払う地方債の残高

・賞与等引当金…翌年度６月に支払う賞与のうち決算年度勤務

（１～３月）に係る分

などがあります。

[純資産] 約２１１億１千万円
資産を取得する際などに財源としたもののうち、既に支

払ったものです。過去の世代が負担した分といえます。

【固定資産等形成分】
約２９２億９千万円
これまで、資産形成のために充てられた資源の蓄積であり、原

則として金銭以外の形態で保有されるものです。

【余剰分（不足分）】
約８１億８千万円
年度末時点における、費消可能な資源の蓄積です。多くの場合

はマイナスとなり、この場合、将来必要となる現金の必要額を表
します。



（単位：千円）
金額

経常費用 8,364,080
業務費用 4,757,624

人件費 1,421,691
職員給与費 1,110,143
賞与等引当金繰入額 0
退職手当引当金繰入額 0
その他 311,548

物件費等 3,284,094
物件費 2,140,315
維持補修費 153,668
減価償却費 990,110
その他 0

その他の業務費用 51,839
支払利息 21,906
徴収不能引当金繰入額 0
その他 29,932

移転費用 3,606,456
補助金等 1,677,849
社会保障給付 1,172,228
他会計への繰出金 494,459
その他 261,921

経常収益 372,685
使用料及び手数料 54,283
その他 318,402

純経常行政コスト △ 7,991,395
臨時損失 218,926

災害復旧事業費 193,311
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 0
損失補償等引当金繰入額 0
その他 25,615

臨時利益 56,437
資産売却益 7,695
その他 48,741

純行政コスト △ 8,153,885

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
自　令和４年４月１日　
至　令和５年３月３１日

科目

行政コスト計算書とは
会計年度中の費用と収益の取引高を明らかにするものです。経常的な損益を表す純行

政コストに臨時的な損益を含めた純行政コストに対して、どのような財源を調達したか

については、純資産変動計算書で表されます。

行政コスト計算書から分かる主な指標

受益者負担割合 経常収益／経常費用 372,685千円／8,364,080千円≒4.5％

（R3年度決算 5.3％）

[経常費用] 約８３億６千万円

住民サービスに要した費用のことで、資産

形成につながらない支出と減価償却費や徴収

不能引当金繰入（不納欠損）など現金支出を

伴わないものを支出目的別に集計したもので

す。

[経常収益] 約３億７千万円

使用料及び手数料、財産貸付収入、諸収入

などです。これらは、経常費用のうち、直接

の受益者負担分という考え方によるものです。

[純経常行政コスト]
約７９億９千万円

経常費用から受益者負担分の経常収益を差

し引いた額です。マイナス分の純経常行政コ

ストは町税や交付税などの一般財源で賄われ



固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 21,427,781 29,642,546 △ 8,214,765
純行政コスト（△） △ 8,153,885 △ 8,153,885
財源 7,836,638 7,836,638

税収等 5,893,448 5,893,448
国県等補助金 1,943,190 1,943,190

本年度差額 △ 317,247 △ 317,247
固定資産等の変動（内部変動） △ 348,623 348,623

有形固定資産等の増加 1,044,002 △ 1,044,002
有形固定資産等の減少 △ 1,317,214 1,317,214
貸付金・基金等の増加 260,506 △ 260,506
貸付金・基金等の減少 △ 335,917 335,917

資産評価差額 0 0
無償所管換等 0 0
その他 0 0 0
本年度純資産変動額 △ 317,247 △ 348,623 31,376

本年度末純資産残高 21,110,534 29,293,923 △ 8,183,388

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書
自　令和４年４月１日　
至　令和５年３月３１日

科目 合計[前年度末の純資産残高]
約２１４億３千万円

（前年度貸借対照表の純資産の部と一致します）

【純行政コスト】 約８１億５千万円マイナス

行政コスト計算書の純行政コストと一致します。

【本年度差額】 約３億２千万円増減
純行政コストから町税や交付税、国県等補助金な

どを控除したもの。純行政コストが税収等でどの程

度賄えているかを表します。

[本年度末の純資産残高]
約２１１億１千万円

（貸借対照表の純資産の部と一致します）

純資産変動計算書とは
税収や国県等補助金など、地方債を除いた収入がどのように配分されたかを表すものです。貸借対照表の純資産額と一

致します。
貸借対照表から分かる主な指標
行政コスト対税収比率 純行政コスト（行政コスト計算書）／財源 8,153,885千円／ 7,836,638千円≒104.0％

（R3年度決算 91.9％）
→ この比率が100％を超えた場合、経常的な費用を税収等で賄えていない状況であることを表します。



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 7,371,516

業務費用支出 3,765,059
人件費支出 1,421,691
物件費等支出 2,293,984
支払利息支出 21,906
その他の支出 27,478

移転費用支出 3,606,456
補助金等支出 1,677,849
社会保障給付支出 1,172,228
他会計への繰出支出 494,459
その他の支出 261,921

業務収入 8,087,489
税収等収入 5,893,448
国県等補助金収入 1,825,947
使用料及び手数料収入 54,283
その他の収入 313,811

臨時支出 193,311
災害復旧事業費支出 193,311
その他の支出 0

臨時収入 47,314
業務活動収支 569,976
【投資活動収支】

投資活動支出 1,031,546
公共施設等整備費支出 717,040
基金積立金支出 233,767
投資及び出資金支出 27,238
貸付金支出 53,500
その他の支出 0

投資活動収入 419,202
国県等補助金収入 69,929
基金取崩収入 287,435
貸付金元金回収収入 53,500
資産売却収入 8,337
その他の収入 0

投資活動収支 △ 612,344
【財務活動収支】

財務活動支出 768,469
地方債償還支出 768,469
その他の支出 0

財務活動収入 761,900
地方債発行収入 761,900
その他の収入 0

財務活動収支 △ 6,569
△ 48,937

493,094
0

444,157

前年度末歳計外現金残高 80,179
本年度歳計外現金増減額 △ 15,883
本年度末歳計外現金残高 64,295
本年度末現金預金残高 508,452

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　令和４年４月１日　
至　令和５年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額

[業務活動収支の部]
【支出合計】 約７５億６千万円

【収入合計】 約８１億３千万円

【収 支】 約 ５億７千万円

経常的に行われる行政活動から発生する

収支を記載しています。支出では、人件費、

物件費、補助金等、社会保障給付などがあ

ります。収入では、地方税、地方交付税、

国県補助金、使用料・手数料等があります。

[投資活動収支の部]
【支出合計】 約１０億３千万円

【収入合計】 約 ４億２千万円

【収 支】△約 ６億１千万円

公共施設の整備や投出資、基金の積立・

取崩による資金の収支を計上しています。

支出では、公共施設等整備費、基金積立金、

投資及び出資金などがあります。収入では、

国県等補助金、基金取崩収入等があります。

[財務活動収支の部]
【支出合計】 約 ７億７千万円
【収入合計】 約 ７億６千万円
【収 支】△約 １千万円

地方債の償還支出と地方債の発行収入に

よる収支を計上しています。

[本年度末資金残高] （歳計現金）

【本年度収支額】△約 ５千万円

【期首残高】 約４億９千万円

【期末残高】 約４億４千万円

本年度末にどれだけ現金が残っているか

を表し、翌年度への繰越金となります。下

段の歳計外現金残高と合わせた本年度末現

金預金残高は貸借対照表の現金預金と一致

します。

資金収支計算書とは
会計年度中の現金収支の状況を明らかにするものです。３つの区分を見比べる

と、業務活動収支で生じた黒字により投資活動、財務活動収支の不足額を補填す
る関係になっています。

資金収支計算書から分かる主な指標

基礎的財政収支 業務活動収支(支払利息を除く)＋投資活動収支（基金積立・取
崩を除く） 591,882千円＋△666,012千円＝△74,130千円

（R3年度決算 568,265千円）
→ 地方債の元利償還支出及び発行収入並びに基金積立金支出及び取崩収入を

除いた歳入歳出のバランスを表します。


